
留守家庭児童対策事業の取組について

令和７年３月

こども青少年局 企画部 青少年課

20250317

1

資料４



留守家庭児童対策事業について

・保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生を主な対象として、保護者に代わりその
健全な育成を図るため、民設民営の放課後児童クラブで実施する事業に要する経費の一部を
補助している。
・令和６年度 107クラブ 登録人数 3,277人（令和6年4月1日現在）

１．事業概要

２．令和６年度 新規の補助金、支援金
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項目 内容 補助単価 申請件数

運営費
（新基準）

常勤の放課後児童支援員2名以上配置した場合の基準

平均登録児童数
25人の場合
7,332,000円

（参考：現行基準
5,402,000円）

60件

医療的ケア児
送迎支援

看護師等による医療的ケア児の送迎支援にかかる経費の補助
年額上限

1,353,000円
０件

性被害防止
対策に係る
設備等支援

性被害防止対策を図るための設備等購入にかかる補助
（パーテーション、簡易更衣室等）

上限75,000円 26件

児童福祉施設
等物価高騰
対応支援

物価高騰の負担軽減を図り、安定的かつ継続的なサービスの
提供を支援するため、国の交付金を活用

4,500円 107件



３．令和６年度放課後児童クラブ保護者アンケート結果

（１）アンケート回答数
令和６年度 2,004名
（令和２年度 2,747名、令和３年度2,875名、令和４年度3,037名、令和５年度2,200名）

（２）アンケート結果

令和６年度
参考：令和５年度
（コロナ前：令和元年度）

満足 不満 満足 不満

児童クラブの活動内容 89.5％ 1.9％
89.7％

（91.4％）
1.9％

（0.8％）

こども同士の人間関係 85.8％ 1.9％
83.8％

（85.8％）
1.0％

（1.3％）

支援員等の子どもへの対応 88.4％ 1.9％
88.2％

（91.0％）
1.9％

（1.3％）

施設・設備 53.0％ 22.7％
56.6％

（56.5％）
17.7％

（20.5％）

4項目集計 79.2％ 7.1%
79.6％

（81.2％）
5.5％

（6.0％）

3



４．留守家庭児童対策事業 令和７年度当初予算案

令和６年度 令和７年度 前年度比較 主な増減理由

留守家庭児童対策事業補助金 1,202 1,376 ＋174

うち運営費補助 830 935 ＋105

運営費等
現行基準 272 0 －272 対象放課後児童クラブ減に伴う減

新基準 558 935 ＋377 対象放課後児童クラブ増に伴う増

うち支援が必要な児童等の対応 275 338 ＋63

障がい児受入推進 233 288 ＋55 対象放課後児童クラブ増に伴う増

医療的ケア児受入推進 12 12 ±０

医療的ケア児送迎支援 4 4 ±０

障がい児環境整備 26 34 ＋8 対象放課後児童クラブ増に伴う増

うち ＩＣＴ導入に伴う環境整備支援 ０ 22 ＋22 新規事業による皆増

■令和７年度当初予算案（前年度比較） （百万円）

■ＩＣＴ導入による業務効率化事業

※負担割合は、国１／３、大阪府１／３、市１／３
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放課後児童クラブ こども青少年局

補助金交付

クラウド
環境

＜目的＞

事務負担の軽減・業務効率化

＜内容＞

・本市がクラウド環境をベースとした業務フローを構築

・本市及び放課後児童クラブがクラウド環境を活用

・放課後児童クラブのパソコン等機器整備を支援PC機器整備支援



５．留守家庭児童対策事業の取組
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令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補助金の
拡充

研修の
拡充

・本市主催研修の動画配信

・大阪府主催研修
（オンデマンド配信）

・大阪府案内研修
（対面、オンライン）

・本市主催研修の動画配信

・大阪府主催研修
（オンデマンド配信）

・大阪府案内研修
（対面、オンライン）

・本市主催研修の動画配信

・大阪府主催研修
（オンデマンド配信）

・大阪府案内研修
（対面、オンライン）

・国主催の研修（オンライン）

・福祉局主催の医ケア児研修
（対面、オンライン）

・いきいき合同の対面研修

・本市主催研修の動画配信

・大阪府主催研修
（オンデマンド配信）

・大阪府案内研修
（対面、オンライン）

・国主催の研修（オンライン）

・福祉局主催の医ケア児研修
（対面、オンライン）

・いきいき合同の対面研修

補助金
事務の
見直し

・行政オンラインシステムの活用

・申請書類の簡素化

・上期支払時期の早期化

・クラウド環境をベースとした業
務フローを構築

障がい児環境整備加算の新設

バス安全装置

物価高騰支援

新運営費基準の創設

医ケア児送迎支援加算

性被害防止

物価高騰支援

クラウド環境導入に伴う
パソコン等機器の購入支援

処遇改善(9,000円相当)

医ケア児受入加算

障がい児加算（職員数）


